
令和 7 年度

円 円

円 円

（ 円） （ 円）

第 13-1 計画区　：　調査面積　＝　０．１２ｋ㎡

第 13-2 計画区　：　調査面積　＝　０．２４ｋ㎡

国土調査法及び地籍調査作業規程準則ならびに同運用基準等に基づく調査測量業務を遂行し、成果品を納入する。

作業方法等については、別紙　「阿賀町地籍調査事業仕様書」による。

設計額

履行期限　　令和　8　年　3　月　13　日

契約額

履行期限　　令和　  　年　 　月　  　日

審査

令和７年度 地籍調査業務委託　　当初設計書

国土調査事業

委託概要

東蒲原郡阿賀町広谷　地内

実施・元 変更

（内消費税額）

委託番号

委託・履行日数

R7国調委　第　1　号

施工地

事　業　名

設計



R7国調委　第　1　号

一金 円也

費  目 工種 種別 連乗計 数量 単位 変化率 単価 金   額

直接調査測量費

第13-1計画区 原図作成等 ＦⅡ-２工程 - 0.12 ｋ㎡ - 第4号明細書

地積測定 Ｇ工程 1.320000 0.12 ｋ㎡ 0.16 第5号明細書

地籍簿案の作成等 Ｈ１工程 0.840000 0.12 k㎡ 0.10 第6号明細書

第13-2計画区 地籍図根三角測量 Ｃ工程 1.600000 0.24 ｋ㎡ 0.38 第7号明細書

一筆地調査 Ｅ工程 1.700000 0.24 ｋ㎡ 0.41 第8号明細書

細部図根測量
（D工程省略）

ＦⅠ工程 2.188800 0.24 k㎡ 0.53 第9号明細書

一筆地測量 ＦⅡ-１工程 2.177920 0.24 k㎡ 0.52 第10号明細書

打合せ 打合せ 1.0 式 -

旅費交通費 旅費交通費 1.0 式 - 第12号明細書

％ -
％
式 -
式

（ ）

10.0 ％ -
8.0 ％

調査測量委託価格

第11号明細書

成果検定費計 第13号明細書

調査測量委託費

間接測量費

消費税相当額

委託費内訳表

直接調査測量費計

諸経費

成果検定費



地籍調査事業一般（２項委託）
第4号明細書

一金 円 3.46368 適用※

主
任
技
師

技
師

技
師
補

助
手

補
助
員

合
計

計画 内

原図作成・筆界
点番号図作成

内

地籍図一覧図作成 内

合計人数

技術者単価

直接人件費

項　目 品名 単位 数量 単価 金額

材料費 ポリエステルベース 枚

雑品費 ％

材料費合計

項　目 品名 単位 数量 単価 金額

機械経費 トータルステーション 台/日

インクジェットプロッタ 台/日

パソコン 台/時

機械経費合計

直接作業費

項　目 基礎金額 系　数 金　額

雑器具費

総合計

項　目 工　程

明 細 書

調査区分 原図作成等　（ＦⅡ-２工程） 縮尺 1/1000
標　準
作業量

内
外
業
別

直接人件費

備
考

上段：連乗係数の適用前
下段：連乗係数の適用後

２級

１ｋ㎡　　原図21枚

①：直接人件費

規格

※工程管理・検査、筆界点成果簿作成の
歩掛に連乗係数＝

②：材料費

直
接
人
件
費

デスクトップ型

④：直接作業費(①+②+③)

③：機械経費

29.7×42.0
（＃300以上）

④+⑤

筆界点成果簿作成 内

④直接作業費の0.5％ ⑤：雑器具費

工程管理・検査 内

材料費の

規格

上段：連乗係数の適用前
下段：連乗係数の適用後



地籍調査事業一般（２項委託）
第5号明細書

一金 円 3.46368 適用※

主
任
技
師

技
師

技
師
補

助
手

補
助
員

合
計

合計人数

技術者単価

直接人件費

項　目 品名 単位 数量 単価 金額

材料費 ＣＤ－Ｒ 枚

雑品費 ％

材料費合計

項　目 品名 単位 数量 単価 金額

機械経費 トータルステーション 台/日

パソコン 台/時

機械経費合計

直接作業費

項　目 基礎金額 系　数 金　額

雑器具費

精度管理費

総合計

工程管理・検査 内

準備 内

明 細 書

※工程管理・検査の歩掛に連乗係数＝

上段：連乗係数の適用前
下段：連乗係数の適用後

調査区分 地積測定　（Ｇ工程） 縮尺 1/1000
標　準
作業量

１ｋ㎡　　2,880点（筆界点）

項　目 工　程

内
外
業
別

直接人件費

備
考

直
接
人
件
費

①：直接人件費

計算 内

整理 内

規格

材料費の

②：材料費

規格

２級

デスクトップ型

③：機械経費

④：直接作業費(①+②+③)

④直接作業費の0.5％ ⑤：雑器具費

④+⑤+⑥

①直接人件費+③機械経費+⑤雑器具の0.07 ⑥：精度管理費



地籍調査事業一般（２項委託）
第6号明細書

一金 円

主
任
技
師

技
師

技
師
補

助
手

補
助
員

合
計

工程管理・検査 内

調査票点検整理 内

地籍簿案作成 内

合計人数

技術者単価

直接人件費

項　目 品名 単位 数量 単価 金額

材料費 枚

％

材料費合計

項　目 品名 単位 数量 単価 金額

機械経費 台/日

台/時

機械経費合計

直接作業費

項　目 基礎金額 系　数 金　額

消耗品費等

総合計

明 細 書

調査区分 地籍簿案の作成等（H1工程） 縮尺
1/250～
1/5000

標　準
作業量

１ｋ㎡　　1,000点（調査前）

項　目 工　程

内
外
業
別

直接人件費

備
考

直
接
人
件
費

①：直接人件費

規格

②：材料費

規格

③：機械経費

④：直接作業費(①+②+③)

④直接作業費の5％ ⑤：消耗品費等

④+⑤



地籍調査事業一般（２項委託）
第7号明細書

一金 円

主
任
技
師

技
師

技
師
補

助
手

補
助
員

合
計

工程管理・検査 内

計画 内

踏査・選点 外

設置 外

観測 外

計算整理 内

合計人数

技術者単価

直接人件費

項　目 品名 単位 数量 単価 金額

材料費 鉄筋入りコンクリート 本

雑品費 ％

材料費合計

項　目 品名 単位 数量 単価 金額

機械経費 ＧNSS測量機 台/日

ＧNSS解析用計算機 台/日

機械経費合計

直接作業費

項　目 基礎金額 系　数 金　額

雑器具 ④直接作業費の0.5％

消耗品費等 ④直接作業費+⑤雑器具の5％

安全費 ④直接作業費+⑤雑器具の2.5％

精度管理費

総合計

明 細 書

調査区分 地籍図根三角測量　（Ｃ工程）
※電子基準点のみを与点とした場合

縮尺 1/500
標　準
作業量

１ｋ㎡　　新点　4点　（整合点検なし）

　図根点保護無し　GNSSアンテナタワーなし

項　目 工　程

内
外
業
別

直接人件費

備
考

直
接
人
件
費

①：直接人件費

規格

10×10×70

材料費の

②：材料費

規格

１級

③：機械経費

④：直接作業費(①+②+③)

摘　　要

⑤：雑器具

④+⑤+⑥+⑦+⑧

⑥：消耗品費等

⑦：安全費

①直接人件費+③機械経費+⑤雑器具費の0.09 ⑧：精度管理費



地籍調査事業一般（２項委託）
第8号明細書

一金 円

主
任
技
師

技
師

技
師
補

助
手

補
助
員

合
計

工程管理・検査 内

計画 内

関係機関との調整 外

調査図素案等作成 内

筆界標示杭の設置 外

現地調査 外

点検整理 内

合計人数

技術者単価

直接人件費

直接作業費

項　目 基礎金額 系　数 金　額

消耗品費等

安全費

精度管理費

総合計

明 細 書

調査区分 一筆地調査（Ｅ工程） 縮尺
1/1000～
1/5000

標　準
作業量

１ｋ㎡ 調査前筆数 １,０００筆　農地・林地　関連資料整理無し

市町村境界なし　代位登記なし　住所不明所有者等の調査結果の整理

項　目 工　程

内
外
業
別

直接人件費

備
考

直
接
人
件
費

①：直接人件費

②：直接作業費(①)

②＋③＋④

摘　　要

②直接作業費の3％ ③：消耗品費等

②直接作業費の2.5% ④：安全費



地籍調査事業一般（２項委託）
第9号明細書

一金 円

主
任
技
師

技
師

技
師
補

助
手

補
助
員

合
計

工程管理・検査 内

計画 内

選点 外

設置 外

観測 外

計算 内

点検 内

合計人数

技術者単価

直接人件費

項　目 品名 単位 数量 単価 金額

材料費 ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ杭 本

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ杭 本

雑品費 ％

材料費合計

項　目 品名 単位 数量 単価 金額

機械経費 トータルステーション 台/日

パソコン 台/時

機械経費合計

直接作業費

項　目 基礎金額 系　数 金　額

雑器具

消耗品費等

精度管理費

安全費

総合計

明 細 書

調査区分
細部図根測量（ＦⅠ工程）

（Ｄ工程省略）
縮尺 1/500

標　準
作業量

１ｋ㎡　　396点（細部図根点）

項　目 工　程

内
外
業
別

直接人件費

備
考

直
接
人
件
費

①：直接人件費

規格

4.5×4.5×45

材料費の

②：材料費

規格

２級

デスクトップ型

⑧：安全費

③：機械経費

④：直接作業費(①+②+③)

④直接作業費の0.5％ ⑤：雑器具

④+⑤+⑥+⑦+⑧

7×7×60 アルミ蓋製

④直接作業費+⑤雑器具の5％ ⑥：消耗品費等

①直接人件費+③機械経費+⑤雑器具の0.07 ⑦：精度管理費

④直接作業費+⑤雑器具の2.5%



地籍調査事業一般（２項委託）
第10号明細書

一金 円

主
任
技
師

技
師

技
師
補

助
手

補
助
員

合
計

工程管理・検査 内

計画 内

観測 外

計算・整理 内

筆界点成果簿作成 内

合計人数

技術者単価

直接人件費

項　目 品名 単位 数量 単価 金額

機械経費 トータルステーション 台/日

パソコン 台/時

機械経費合計

直接作業費

項　目 基礎金額 系　数 金　額

雑器具

消耗品費等

精度管理費

安全費

総合計 ③+④+⑤+⑥+⑦

③直接作業費+④雑器具の5％ ⑤：消耗品費等

③直接作業費+④雑器具の0.07 ⑥：精度管理費

③直接作業費+④雑器具の2.5% ⑦：安全費

②：機械経費

③：直接作業費(①+②)

③直接作業費の0.5％ ④：雑器具

規格

２級

デスクトップ型

①：直接人件費

直
接
人
件
費

項　目 工　程

内
外
業
別

直接人件費

備
考

明 細 書

調査区分 一筆地測量（ＦⅡ-１工程） 縮尺 1/500
標　準
作業量

１ｋ㎡　　7700点（筆界点）



第11号明細書

一金 円

主
任
技
師

技
師

技
師
補

助
手

補
助
員

合
計

着手時 内

中間時 内

終了 内

合計人数

技術者単価

直接人件費

総合計

直
接
人
件
費

地籍調査事業一般（２項委託）

明 細 書

直接人件費

備
考

項　目 工　程

内
外
業
別



第12号明細書

一金 円

一金 0 円

主
任
技
師

技
師

技
師
補

助
手

補
助
員

合
計

打合せ回数 内

合計人数

運転経費 運転経費は内訳（１）参照

交通費 ①

運転経費 運転経費は内訳（２）参照

（１）打合せ運転経費内訳 片道距離＝ 6.0 km

金額（円）

0.4 hr

1.04 ㍑

（２）現地調査運転経費内訳 片道距離＝ 30.0 km

金額（円）

2.0 hr

5.20 ㍑

※ライトバン（1500ｃｃ）運転経費算定表

機関出力
kW

時間当たり
燃料消費率

ｑ

時間当たり
損料
Ｓｔ

共用日当た
り損料

Ｓｄ

適用
ガソリン

56 kW 0.047

交
通
費

交通費

総合計 ①＋②：旅費交通費

②

外業日数 外 技師補の日数を基準とする

合計人数

◎運転時間（Ｔ）＝片道距離（Ｌ）×２（往復）÷30ｋｍ/ｈｒ（平均速度）＝

◎燃料消費量＝時間当たり燃料消費量（Ｑ）×運転時間（Ｔ）＝

時間当たり
燃料消費量
Ｑ＝kW・ｑ

ﾗｲﾄﾊﾞﾝ1500ｃｃA損料 運転時間当たり 時間当たり損料×運転時間

ﾗｲﾄﾊﾞﾝ1500ｃｃB損料積雪地

2.6 ㍑

燃料 ガソリン（レギュラー） 単価×燃料消費量

計

共用日数 共用日当たり損料×１日

計

◎運転時間（Ｔ）＝片道距離（Ｌ）×２（往復）÷30ｋｍ/ｈｒ（平均速度）＝

◎燃料消費量＝時間当たり燃料消費量（Ｑ）×運転時間（Ｔ）＝

項目 規格等 算定式

ﾗｲﾄﾊﾞﾝ1500ｃｃB損料積雪地 共用日数 共用日当たり損料×１日

燃料 ガソリン（レギュラー） 単価×燃料消費量

項目 規格等 算定式

ﾗｲﾄﾊﾞﾝ1500ｃｃA損料 運転時間当たり 時間当たり損料×運転時間

地籍調査事業一般（２項委託）

直接人件費

備
考

交
通
費

明 細 書

工　程

内
外
業
別

項　目



一金 円也

一金 0 円也

費  目 工種 種別 縮尺 数量 単位 単価 金   額

成果検定費

第13-2計画区 地籍図根三角測量 Ｃ工程 1/500 0.24 ｋ㎡

細部図根測量
（D工程省略）

ＦⅠ工程 1/500 0.24 ｋ㎡

一筆地測量 ＦⅡ-１工程 1/500 0.24 ｋ㎡

明　　細　　書
第13号明細書

地籍調査事業一般（２項委託）

総合計
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地 籍 調 査 事 業 委 託 仕 様 書 
 
 

第Ⅰ章 総則 
（適用範囲） 
第１条 本仕様書は、阿賀町（以下「発注者」と言う。）が実施する地籍調査事業（以下「本業務」

という。）に適用する。 
 
（作業要領） 
第２条 本業務の実施にあたり、本仕様書によるほか次の関係法令等に準拠するものとする。 
     

（１）国土調査法（昭和 26 年 6 月 1 日法律第 180 号 改正令和 2 年 3 月 31 日法律第 12 号） 
    （２）国土調査法施行令（昭和 27 年 3 月 31 日政令第 59 号 改正令和 6 年 10 月 30 日政令第

327 号） 
    （３）不動産登記法（平成 16 年 6 月 18 日法律第 123 号 改正令和 2 年 3 月 31 日法律第 12

号） 
    （４）不動産登記令（平成 16 年 12 月 1 日政令第 379 号 改正令和 5 年 10 月 4 日政令第 297

号） 
    （５）不動産登記規則（平成 17 年 2 月 18 日法務省令第 18 号 改正令和 6 年 4 月 22 日法務

省令第 32 号） 
    （６）国土調査法による不動産登記に関する政令（昭和 32 年 6 月 3 日政令第 130 号 改正令

和 2 年 6 月 12 日政令第 183 号） 
（７）地籍調査作業規程準則（昭和 32 年 10 月 24 日総理府令第 71 号 改正令和 6 年 6 月 28

日国土交通省令第 73 号）（（以下「準則」という。）運用基準（改正令和 6 年 6 月 28 日

国不籍第 270 号）（以下「運用基準」という。）） 
（８）地籍図作成要領（令和 3 年 3 月 2 日国不籍第 489 号国土交通省不動産・建設経済局地籍

整備課長通知） 
（９）地籍簿作成要領（令和 3 年 3 月 31 日国不籍第 581 号国土交通省不動産・建設経済局地

籍整備課長通知） 
    （10）調査図素図、調査図一覧図（昭和 32 年 10 月 24 日経企土第 179 号経済企画庁総合開

発局長通達並びに平成12年 5月 23日 12国土国第178号一部改正国土庁土地局長通

達） 
    （11）地籍調査票作成要領（令和 3 年 3 月 31 日国不籍第 579 号国土交通省不動産・建設経済

局地籍整備課長通知） 
    （12）地籍測量及び地積測定における作業の記録及び成果の記載例〈地上法版〉（令和 5 年 3

月） 
（13）地籍調査成果電子納品要領（令和 7 年 4 月国土交通省不動産・建設経済局） 
（14）地籍調査成果電子納品に関する事前協議ガイドライン（平成 29 年 4 月国土交通省土地・

建設産業局地籍整備課） 
（15）地籍調査事業の工程管理及び検査の手引き（第６版） 
（16）地籍調査事業（２項委託）実施要領（平成 24 年 3 月 29 日付け国土籍第 567 号国土交

通省土地・建設産業局地籍調査課長通知） 
（17）２項委託に係る地籍調査事業工程管理及び検査規程（平成 24 年 3 月 29 日付け国土籍

第５６８号国土交通省土地・建設産業課課長通知） 
（18）測量法（昭和 24 年 6 月 3 日法律第 188 号 改正令和 6 年 6 月 19 日法律第 54 号） 
（19）阿賀町財務規則 
 

（用語の定義） 

第３条 この仕様書において用いる用語の定義は次の各号による。 

  ２ 「監督員」とは、主任監督職員、監督職員を総称していう。 

  ３ 「指示」とは、発注者側の発議により監督員が請負者に対し、監督員の所掌事務に関する

方針・基準・計画などを示して実施させることをいう。 
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  ４ 「承諾」とは、請負者側の発議の報告に対し監督員が了解することをいう。 

  ５ 「協議」とは、監督員と請負者が対等の立場で合意することをいう。 

 

（実施計画） 

第４条 本業務を遂行するにあたり、請負者は次ぎの書類を作成し発注者に提出するものとする。 

   （１）着手届 

（２）実施計画書 

   （３）工程表 

   （４）主任技術者、受託監督者及び受託検査者選任届 

   （５）経歴証明書 

   （６）測量士、測量士補、地籍調査管理技術者、地籍調査管理技術者補、地籍工程管理士、

及び地籍主任調査員の資格証の写し 

   （７）恒常的な雇用関係を証明する書類（入札申し込み日以前に３ヶ月以上の雇用関係があ

ること。健康保険証のコピー等を提出） 

（８）その他発注者の指示する書類 

 
（受託法人の条件） 
第５条 本業務の受託法人は、「国土調査法第１０条２項に規定する国土交通省令で定める要件 

を定める省令」により、以下の要件を満たしているものとする。 
   （１）地籍工程管理士、地籍調査主任調査員及び地籍調査管理技術者の資格者が在籍し、国

土調査を適確に実施するに足りる技術的な基礎を有するものであること。 
   （２）法人の役員又は職員の構成が、国土調査の公正な実施に支障を及ぼすおそれがないも

のであること。 
   （３）国土調査以外の業務を行っている場合には、その業務を行うことによって国土調査の

公正な実施に支障を及ぼすおそれがないものであること。 
   （４）前号に定めるほか、「地籍調査事業（外注）」の履行実績が５年以上あり、国土調査を

実施するにつき十分な適格性を有するものであること。 
請負者は、本業務を円滑かつ確実に実行するため、適切な実施体制を整えるものとする。 

   （５）プライバシーマーク（Pマーク）または ISO27001（ISMS）の認証を取得し、全社的に

個人情報を適切に扱える体制を整えているものとする。 

  

（実施体制） 

第６条 請負者は、地籍調査業務を円滑かつ確実に実行するため、適切な実施体制を整えるものと

する。 

  ２ 主任技術者は、測量士、地籍主任調査員及び地籍調査管理技術者の資格を有する者とする。 

    ３ 本業務を監督する受託監督者は、地籍工程管理士及び地籍調査管理技術者の資格を有し、

地籍調査事業の業務実績を５年以上有する者とする。 

４ 本業務の地籍調査成果及び中間成果が令及び準則等の規格に適合しているか否かを調査

し、当該規格に適合していることを証明する受託検査者は、地籍主任調査員及び地籍調査管

理技術者の資格を有し、地籍調査事業の業務実績を１０年以上有する者とする。 

５ 選任する主任技術者、受託監督者及び受託検査者は請負者と直接的かつ恒常的な雇用関係

があるものとする。 

 

（関係官公署との調整） 

第７条 本業務を遂行するに当たり、関係官公署との調整手続きが必要な場合は、発注者が対応す

るものとする。 
 
（損害の賠償） 
第８条 本業務を遂行中、請負者が第三者に損害を与えた場合は、直ちにその状況及び内容を監督

員に報告し、監督員の指示に従うものとする。 
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２ 損害賠償が生じた場合は、発注者と請負者が協議の上原則として請負者がその責任を負う

ものとする。 
 
（貸与資料） 
第９条 本業務に必要な既存資料（発注者以外の第三者が管理する資料等含む。）は監督員が主任

技術者に貸与するものとする。 
  ２ 本業務遂行上貸与資料の複製が必要な場合は、監督員の承諾を得るものとする。 

  ３ 貸与資料及び第２項の複製品については、その重要性を認識し破損・紛失・盗難等事故の

ないように管理・取扱うものとする。 

４ 本業務の完了後或いは使用済みの場合は、監督員の照査を受け速やかに返却するものとす

る。 

 

（打合せ簿等） 

第１０条 請負者は、本仕様書に定めのない事項について監督員と協議のうえ業務を遂行するもの

とする。 

２ 協議の結果については、打合せ簿に記録し監督員の承認を得るものとする。 

  ３ 業務実施期間中、請負者は監督員に業務の進捗状況を随時報告するものとする。 

  ４ 工期内に完了した作業等について、監督員から成果等の一部提出を求められた場合、請負

者は速やかにこれに対応しなければならない。 

 

（成果の作成） 
第１１条 本業務の成果品については、「地籍調査成果電子納品要領」に基づき作成するもの 

とする。  
２ 請負者は地籍図根三角測量、地籍図根多角測量、細部図根測量、一筆地測量の成果につい

ては、第三者機関による成果検定を受けるものとする。 
 
（工程管理） 
第１２条 本業務の工程管理のうち、受託法人の作業の進捗管理については発注者が行い、進捗管 

理以外の工程管理については、「２項委託に係る地籍調査事業工程管理及び検査規程」によ

り請負者の受託監督者が行うものとする。 
２ 請負者は、発注者に毎月の業務の進捗状況を翌月５日までに報告し、提出すること。なお、

業務実施中に請負者は発注者から資料の提出を求められた場合は、定められた期日までに作

成して提出すること。 
 
（検査） 
第１３条 本業務の検査は、工程大分類ごとに請負者の受託検査者が行った後、「２項委託に係る

地籍調査事業工程管理及び検査規程」により発注者の委託者検査を行うものとする。 
２ 前項の定める検査において、発注者から本特記仕様書に適合しないものとして修正の指示

があった場合、請負者は速やかに修正し、再検査の合格をもって次工程作業への着手又は業

務の完了とするものとする。 
３ 作業が完了し、前２項の検査に合格した成果品については、逐次納品するものとする。 
 

（成果品の瑕疵） 
第１４条 地籍調査の最終成果品（地籍図、地籍簿等）は、法務局に送付・受領されて初めて地籍

調査事業の効果が表れることを請負者は認識し、納品後成果品に瑕疵が発見された場合は、

監督員の指示に従い必要な処理を請負者の負担において行うものとする。 
 
（成果品の帰属） 
第１５条 本業務で使用された資料及び成果品等は、すべて発注者に帰属するものとする。 
 
（守秘義務等） 
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第１６条 請負者は、国土調査法第３６条に抵触する以下の行為を行ってはならない。 
   （１）国土調査の成果をして真実に反するものたらしめる行為。 
   （２）国土調査に従事する者又はこれに従事した者で、国土調査の実施の際に知った他人の

秘密の属する事項を他に漏らし、又は窃用する行為。 
   （３）前１項は、本業務完了後も適用する。 
 
（再委託） 
第１７条 請負者は、工程管理及び検査に係る業務以外を発注者の許可を得て再委託することがで

きる。なお、再委託の成果に係る責任は、請負者が負うものとする。 
 
（疑義） 
第１８条  本特記仕様書の解釈に疑義が生じた場合は、発注者と請負者が協議し業務を遂行する

ものとする。尚、協議の結果については、第１０条第２項を準用するものとする。 
 

 
 

第Ⅱ章 業務概要 
 

（業務概要） 
第１９条 本業務の作業箇所及び事業量は「別紙１」の通りとする。 
 
（使用材料） 
第２０条 主な使用材料は下記のとおりとする。 

 
（貸与資料） 
第２１条 本業務を遂行するため、発注者は請負者に下記の資料を貸与するものとする。 
   （１）一筆地調査に必要な資料                     一式 

（２）阿賀町区画番号記載図                      一式 
   （３）基準点等の成果及び点の記                    一式 
   （４）国土調査法第２４条第３項に定める或いは準ずる身分を示す証票   一式 
   （５）その他関係資料                         一式 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 分 品 名 材 質 寸法及び形状 備 考 
図根三角点 標石 鉄筋入りコンクリート 100×100×700 ㎜以上  

金属標 真鍮又は同等以上の合金 φ75×90 ㎜以上  
図根多角本点 標石 鉄筋入りコンクリート 70×70×600 ㎜以上  

金属標 真鍮又は同等以上の合金 φ50×90 ㎜以上  
プラスチック標 プラスチック（難燃性） 70×70×600 ㎜以上 アルミ蓋製 

図根多角補点 金属標 真鍮又は同等以上の合金 φ50×90 ㎜以上  
プラスチック標 プラスチック（難燃性） 70×70×600 ㎜以上 アルミ蓋製 

一筆地境界標 プラスチック標(4.5×4.5×450 ㎜)を標準とするが地形状態によっては境界鋲等とする。 
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第Ⅲ章 一筆地調査（Ｅ1 工程） 
（作業分担） 
第２２条 発注者と請負者の作業分担は以下の通りとする。 

工程小分類 
準則 

作業 
工程 

作 業 内 容 発

注

者 

請

負

者 

備  考 

番号 名称 

E1 作業の準備  

E1 作業打合せ ○ ○  
E1 打合せ簿の作成  ○  
E1 作業進行予定表の作成  ○  
E1 貸与資料の準備 ○   
E1 資料収集（要約書、公図等） ○ ○  
E1 所有者名簿作成  ○  
E1 住所不明者･相続人調査 ○   
E1 利害関係人の調査  ○  
E1 地元説明会の通知 ○ ○  
E1 地元説明会資料の作成 ○ ○ 請負者は発注者に協

力する。 
E1 地元説明会の開催 ○ ○ 請負者は発注者に協

力する。 
E1 地元説明会出席者名簿の作成  ○  
－ 推進委員の委嘱 ○   
－ 推進委員会の開催 ○   
E1 登記所・県等関係機関との調整 ○   

E4 調査図素図

等の作成 
15 ～

18 条 

E1 調査図素図の作成  ○  
E1 調査図一覧図の作成  ○  
E1 地籍調査票の作成  ○  
E1 調査図素図等の審査 ○   

E9 受託法人検

査  － 受託法人検査  ○  

E10 委託者検査  － 委託者検査 ○ ○  
E11 認証者検査  － 認証者検査 ○ ○ 請負者は同行する。 

 登記所との協議 登記簿と地図(公図)の不突合箇所

の解決 
○ ○  

 

（計画・準備等） 

第２３条 本業務の実施計画をたてるとともに、必要な資料の収集及び作業準備を行うものとする。 

 

（推進委員の委嘱） 

第２４条 発注者は、地籍調査事業を円滑に進めるため、調査対象地区から数名の推進委員の委嘱

を行い、地籍調査の意義、作業内容の徹底等地籍調査全般渡っての協力依頼をするものと

する。 

 

（作業進行予定表） 

第２５条 請負者は、一筆地調査の作業進行予定表を作成し発注者に提出するものとする。 

 

（登記簿等調査） 

第２６条 請負者は、当該調査地区を管轄する「新潟地方法務局 新津支局」において、本業務に

必要な土地登記簿の写し又は要約書及び登記所備付地図を入手するものとする。 

   ２ 前 1項に係る手続きは、発注者の公用扱いとするものとする。 

   ３ 本業務実施中に土地の異動が有った場合は、前１項及び２項を適用する。 
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（調査前データの整備） 

第２７条 請負者は、第２６条で入手した土地登記簿の写し又は要約書及び地図をコンピュータで

扱えるようにデジタル化し、調査前データを作成するものとする。 

２ 作成されたデジタルデータを基に所有者名リストを作成するとともに、土地登記簿の写

し又は要約書と地図との照合点検を行い、不突合の場合は不突合調書を作成し、発注者に

提出するものとする。 

３ 発注者と請負者は、不突合調書が提出された場合には、登記所と協議を行い一筆地調査

完了時までにできうる範囲内で解決するものとする。 

 

（説明会資料の作成） 

第２８条 請負者は、第２７条のデジタルデータを基に所有者別土地の一覧表を作成するとともに、

公図に所有者名記載の図面を作成し、説明会用の配付資料を作成するものとする。 

   ２ 発注者は、説明会にあたり地籍調査の意義、目的、方法、期間、合筆、分筆及び赤線・

青線の確保しなければならない幅、境界杭の設置に関する事項に加え測量等を行う上で雑

木等による見通し障害の除去、杭の設置位置が明確に判断できる方法等を記載した資料を

作成し、説明会において配布・説明するものとする。 

 

（不在者等の調査） 

第２９条 発注者は、第２７条第２項で作成された所有者名リストを基に、土地の所有者が死亡或

いは住所不明等により地元説明会の案内及び第３６条の現地調査の通知ができない者に

ついて、法定相続人、所有者の委任状所持者、土地の管理者等所有者に代わって境界の立

会いを行う人の特定作業を行うものとする。 

   ２ 請負者は、前項で特定された人を対象に一筆地調査を行うものとする。但し、所有者以

外の場合は、地籍調査票、閲覧書等土地の所有者が自署する欄において、所有者との関係

を明記させるものとする。 

 

（説明会及び筆界表示杭等の配布） 

第３０条 一筆調査を行うにあたり発注者と請負者は、地籍調査の意義、作業内容の徹底を図るた

め、調査対象地区及びこれに隣接する土地の所有者その他の利害関係人又はこれらの者の

代理人（以下「所有者等」と言う。）に説明会を開催するものとし、必要に応じて筆界表

示杭等を配布するものとする。 

   ２ 説明会への案内文の発送は発注者が行うものとする。 

３ 説明会への出席者名簿を請負者が作成するものとする。 

 

（調査図素図等の作成） 

第３１条 請負者は、第２３条のデジタルデータを基に、調査図素図、調査図一覧図及び地籍調査

票を作成するものとする。 

   ２ 調査図素図及び調査図一覧図の図面の大きさについては、発注者と協議するものとする。 
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第Ⅳ章 一筆地調査（Ｅ2 工程） 
（作業分担） 
第３２条 発注者と請負者の作業分担は以下の通りとする。 

工程小分類 
準則 

作業 
工程 

作 業 内 容 発

注

者 

請

負

者 

備  考 

番号 名称 

E1 作業の準備  

E2 作業打合せ ○ ○  
E2 打合せ簿の作成  ○  
E2 作業進行予定表の作成  ○  
E2 登記所・県等関係機関との調整 ○   

E2 作業進行予

定表の作成 13 条 E2 現地調査の計画立案  ○  
E2 現地調査計画案審査 ○   

E3 単位区域界

調査 14 条 E2 単位区域界調査 ○ ○  

E5 現地調査等

の通知 20 条 
E2 現地調査日程案作成  ○  
E2 現地調査通知書等の発送 ○   
E2 現地調査通知書受領確認 ○   

E6 市町村境界

の調査 22 条 
E2 現地調査の通知 ○   
E2 現地調査 ○ ○  
E2 境界標の設置 ○ ○  

E7 
現地調査 

21 条 
23～36
条 

E2 作業日誌の作成  ○  
E2 境界標示杭の設置 

境界線の伐採（幅２m 程度） 
 ○ 所有者に協力を求め、現

地調査時に設置の場合、

請負者は協力する。 
E2 筆界基準杭の設置  ○  
E2 所有者、地番、地目、筆界杭の調査 ○ ○ 発注者同行 
E2 立会い状況の記録  ○  
E2 農地から農地以外の変更調書  ○  
E2 調査図等の整理  ○  
E2 地籍調査票への記入、署名押印  ○  
E2 代位登記 ○  合併時の必要時 
E2 問題点等報告書  ○  
E2 境界確認不調個所調書  ○  

登記所との協議 公図記載の土地の並びと現地との相違

等 
○ ○  

E8 取りまとめ 6 条 
E2 一筆地調査工程管理（各工程） ○   
E2 一筆地調査完了報告書（集計表）  ○  
E2 点検整理  ○  

E9 受託法人検

査  － 受託法人検査  ○  

E10 委託者検査  － 委託者検査 ○ ○  
E11 認証者検査  － 認証者検査 ○ ○ 請負者は同行する。 

再 調

査 
再調査は１

回実施 
 
 

－ 再調査計画  ○  
－ 現地調査の通知  ○  
－ 現地調査 ○ ○  
－ 調査図等の整理  ○  

 

（単位区域界の調査） 

第３３条 発注者と請負者は、地籍調査実施範囲の現地調査を行うものとする。 

 

（関係機関への要請） 

第３４条 発注者は、本業務が円滑に調査できるように関係諸官庁等に対し、書面により請負者に

委託した旨を周知し、調査への協力を要請するものとする。 

 

（登記簿等調査及び更新） 

第３５条 請負者は、当該調査地区を管轄する「新潟地方法務局 新津支局」において、貸与資料
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が作成された以降の土地の異動について調査し、必要な土地登記簿の写し又は要約書及び

登記所備付地図を入手し、第２７条のデジタルデータを更新するものとする。 

   ２ 前第 1 項に係る費用は、発注者の公用扱いとするものとする。 

   ３ 本業務実施中に土地の異動が有った場合は、前１項及び２項を適用する。 

   ４ 新たな所有者等の場合は、第２９条を適用するものとする。 

 

（現地調査の通知） 

第３６条 発注者は、一筆地調査を行うにあたり、第２９条及び第３５条の所有者等に対して、実

施する地域及び時期並びに調査に立ち会うべき旨を通知するものとする。 

   ２ 請負者は、発注者と協議のうえ立会いの日程表を作成するものとする。 

３ 発注者は、前項の立会いの日程表及び立ち会うべき旨を所有者等に内容証明郵便等本人

が受領したかどうか後日確認できる方法で送付するものとする。 

４ 発注者は、前３項を基に通知書受領の有無を確認できる書類を作成するものとする。 

５ 所有者等から立会い日程の変更要望があるときは、発注者、請負者協議の上日程調整を

行うものとする。 

 

（不調個所調書等） 

第３７条 請負者は、一筆地調査実施中の立会者氏名、調査状況等について記録を取るものとする。 

   ２ 問題点等が有った場合は、地番、所有者及び問題点等を記載した問題点等報告書を作成

するものとする。 

３ 境界確認が不調になった場合は、調査内容、処理結果等を記載した境界確認不調個所調

書を作成するものとする。 

 

（境界標示杭の設置） 

第３８条 境界標示杭の設置は、土地の所有者等の協力を求め、現地調査等に着手する日までに（や

むを得ない理由がある場合にあっては現地調査等時に、）設置するものとする。（準則第 21 条） 

 

（現地調査） 

第３９条 現地調査は、準則第三章第二節に基づき請負者の主導で行うものとし、第３１条の調査

図素図から毎筆の土地についてその所有者、地番、地目及び所有者が設置した筆界表示杭

の調査を行うものとする。 

２ 発注者と請負者は、第３６条の立会い日程表を基に、各筆の境界について所有者等を立

ち会わせ確認を、分割又は合併の場合は同意を、不存在又は滅失の場合は承認を得るもの

とする。地目については、準則第２９条に基づき調査するものとする。 

３ 次の場合は発注者の最終判断をもって筆界未定の処置とするものとする。尚、文中の客

観的資料とは、「境界標又は恒久的地物により土地の筆界点の位置が明確な土地の資料」

を指す。（準則第 30 条）（運用基準第 15 条の 2 第 3 項） 

①所有者等から境界の確認が得られない場合 

②立会いを得ることが困難な場合、筆界案を当該無反応所有者等に送付し、当該筆界案が

到達した日から２０日以内に意見の申出があったが同意を得られない場合 

③所在不明所有者等があり、かつ、所在が明らかな他の所有者等から確認を得て筆界案を

作成した場合においては、地籍調査を行う者が通常用いる公示の方法により公告し、そ

の公告の日から２０日を経過しないうちに、当該所在不明者等から意見の申出があり同

意を得られない場合 

④所有者その他の利害関係人およびこれらの者の代理人の所在がいずれも不明で、かつ、

地積測量図等の客観的な資料を用いて関係行政機関と協議したが意見統一ができない

場合、もしくは関係行政機関と意見統一し筆界案を作成したが、地籍調査を行う者が通

常用いる公示の方法により公告し、その公告の日から２０日を経過しないうちに所有者

その他の利害関係人およびこれらの者の代理人から意見の申出があり同意を得られな

い場合 
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   ４ 立会いには、原則として立ち会う筆、長狭物等の所有者等全員が立ち会うことを前提と

する。所有者等が揃って立ち会うことができない場合は、第３６条第５項に基づき立会い

日程の調整を行うものとする。 

   ５ やむを得ない理由により所有者等が揃って立会いできない場合は、一方の所有者等が設

置する筆界表示杭を後日他方の所有者等が確認することも可能とする。但しこの場合は、

できるだけ発注者又は請負者が同行することを原則とする。 

６ 請負者は、地籍調査票に立会いの経緯の記録及び立会い者の署名捺印を求めるものとす

る。 

   ７ 請負者は、第１項の調査を行ったとき準則第２３条３項に基づき調査図を作成するもの

とする。 

   ８ 代位登記の申請は、土地の合併があったものとして調査を行う場合において必要がある

ときは発注者が行うものとする。 

   ９ 請負者は、地目の調査において、登記簿の地目が農地である土地の現況が、農地以外の

用途で利用されている場合には地目変更調書を作成し発注者に提出するものとする。発注

者は、当該調書を農業委員会に提出し参考意見を求め、不要な事後のトラブルを起こさな

いように配慮するものとする。 

１０ 筆界基準杭の設置は請負者が行うものとし、設置個所は、後続の作業及び筆界の明確化

に資するため、数筆土地の筆界表示杭のうち周辺の土地の特定に有効な個所を選定するも

のとする。 

  １１ 長狭物内に一筆の土地全部が存する場合は、当該土地の筆界の調査については省略し、

現地確認不能とすることができる。（運用基準第 14 条第 3 項） 

  １２ 登記所備付の地図記載の土地の並びが現地調査と異なる場合、発注者と請負者は登記所

と協議の上、その対応方法を協議するものとする。 

 

（調査図との照合） 

第４０条 請負者は、ＦⅡ-1 工程で作成される図面と第３９条の調査図とを照合するものとする。 

２ 請負者は、照合により不一致が発見された場合は、直ちに調査図等を修正するものとす

る。 

３ 請負者は、Ｅ２工程の成果品納入前にＦⅡ-1 工程で作成される図面と調査図等により、

地目変更の概況及び分合筆の状況を発注者に説明し承諾を得ること。 

 

（仮閲覧） 

第４１条 発注者と請負者は、ＦⅡ-1 工程で作成される測量結果図及び調査図等関係資料を基に境

界線の結びなどについて、所有者等の確認を得るための仮閲覧を、原則として行うものと

する。 

   ２ 仮閲覧の期間、場所及び案内等は発注者が行うものとする。 

   ３ 仮閲覧に必要な資料は、原則として請負者が揃えるものとする。 

   ４ 請負者は、第３９条第６項において、地籍調査票の立会い者の署名、捺印を取得できな

かった場合には、仮閲覧時に取得するものとする。 

 

（取りまとめ） 

第４２条 請負者は、第３９条第７項の調査図、同６項及び第４１条第４項の署名捺印の地籍調査

票を基に最終の照合作業を行うものとする。 

   ２ 請負者は、照合作業において不一致が発見された場合は原因を調査し、修正するものと

する。 

 

（磁気情報の作成） 

第４３条 一筆地調査の結果として、調査前・後・原因及びその日付、調査図素図、調査図等のデ

ジタルデータを作成し、発注者のシステムにインストールするものとする。 



 

 10

第Ⅴ章 地籍測量全般 
（測量機器等） 
第４４条 地籍図根三角測量、地籍図根多角測量、細部図根測量及び一筆地測量に於ける測量機器

は、トータルステーション、GNSS 測量機、デジタル方位距離計、及びラスタープロッタ

等とし、性能等については準則に基づくものとする。 
   ２ トータルステーション、GNSS 測量機、デジタル方位距離計等の測量器機、３次元網平

均計算プログラム、厳密網平均計算プログラム、簡易網平均計算プログラム等の計算処理

プログラムの検定は、原則として請負者が行うものとするが、中立機関の検定又は製造者

の試験・検査によって換えることができる。（運用基準第 18 条第 3 項） 
   ３ 前項の自社検定証明書、中立機関の検定証明書、性能試験・検査成績書の写しを測量成

果に添付するものとする。 
 
 
 

第Ⅵ章 地籍図根三角測量（Ｃ工程） 
（選点計画） 
第４５条 多角網に必要な与点数は、新点数を５で割り 2 を加え、小数部を切上げた数値以上とす

る。（運用基準第 22 条第 2 項） 
２ 多角網の外周路線に属する新点は、外周路線に属する隣接与点を結ぶ直線から外周から

４０度以下の地域内に選定することを標準とし、路線の中の夾角は、６０度以上を標準と

する。（運用基準第 22 条第 4 項） 
   ３ 多角網の次数は、基準点等（補助基準点を除く。）を基礎とし、原則として１次までと

する。 
   ４ 原則として、単路線を計画しないものとする。 

５ 当該調査区域に隣接又は近接する地籍測量済みの地域が有る場合は、設置済みの与点も

利用するものとし、隣接・近接地区との整合性を計るものとする。 
   ６ 机上で計画された地籍図根三角点の設置予定箇所及び観測計画を記載した選点計画図

を作成し、発注者の承諾を受けるものとする。 
 
（選点図、平均図） 
第４６条 前条で承諾された選点計画図を基に、地籍図根三角点の選定を行うものとする。 

２ 地籍図根三角点及び多角路線の選定の結果は、地籍図根三角点選点図及び平均図に取り

まとめ、発注者の承諾を受けた後、所定の標識を設置するものとする。（準則第 50、51 条） 
   ３ 選点箇所は、標識の保存が確実である位置に選定するものとする。 
   ４ 標識の設置状況をデジタルカメラ等で撮影するものとする。 
   ５ 撮影写真を利用して選点手簿を作成するものとする。 
 
（観測、測定及び計算） 
第４７条 地籍図根三角測量の観測、測定及び計算は、GNSS を用いた３次元網平均計算を原則と

する。やむを得ずトータルステーションにより観測を行う場合は、発注者の了解を得るも

のとする。但し、この場合は、原則として基準点等の与点における取り付け観測を省くこ

とはできないものとし、計算方法は、厳密網平均計算を標準とする。 
 
（点検測量） 
第４８条 点検測量の点検数量は、ＴＳ法による場合には新設した地籍図根三角点数の 10％以上、

ＧＮＳＳ法による場合には平均図において採用する観測辺数の総和の 10％以上とする。
（運用基準第 25 条第 8 項） 

 
（成果検定） 
第４９条 受託者は、地籍図根三角測量の成果品について、第三者機関による検定を受けなければ

ならない。 
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第Ⅶ章 地籍図根多角測量（Ｄ工程） 
 
（地籍図根多角本点の選定） 
第５０条 地籍図根多角測量により決定された節点は、２次の地籍図根多角点とすることができる。

（運用基準第 26 条第 2 項） 
 
（選点計画図） 
第５１条 地籍図根多角網の外周路線に属する新点は、外周路線に属する隣接与点を結ぶ直線から

外側５０度以下の地域内に選定することを標準とし、路線の中の夾角は、６０度以上を標

準とする。（運用基準第 27 条第 4 項） 
   ２ 網の内部において、与点（既知点と既知点、既知点と交点、交点と交点）を結ぶ線より

５０度以下に選定することを標準とする。 
   ３ 多角路線の与点となる地籍図根多角点は、当該路線について地籍測量の精度区分以上の

精度区分に属するものでなければならない。（準則第 54 条第 2 項） 
   ４ 選点計画図は、発注者の承諾を受けるものとする。 
  
（選点図） 
第５２条 前条の選点計画図を基に、標識の保存が確実である位置を選定し、所定の標識を設置す

るものとする。ただし、自然物又は既設の工作物を利用しても良いものとする。（準則第 57
条） 

２ 選点結果を基に、地籍図根多角点選点図及び地積図根点平均図を作成するものとする。 
（準則第 56 条） 

   ３ 選点図は、監督員の承諾を得るものとする。 
   ４ 標識の設置状況をデジタルカメラ等で撮影するものとする。 
 
（観測、測定及び計算） 
第５３条 地籍図根多角測量の観測、測定及び計算（座標値及び標高）は、準則第５８条によるも

のとする。（運用基準第 31 条） 
 
（点検測量） 
第５４条 点検測量の点検数量は、ＴＳ法による場合には新設した地籍図根多角点数の 5％以上、

ＧＮＳＳ法による場合には平均図において採用する観測辺数の総和の 5％以上とする。（運

用基準第 31 条第 8 項） 
 
（成果検定） 
第５５条 受託者は、地籍図根多角測量の成果品について、第三者機関による検定を受けなければ

ならない。 
 
 
 

第Ⅷ章 細部図根測量（ＦⅠ工程） 
 
（細部図根測量の方法） 
第５６条 細部図根測量の方法は、地籍図根多角点等を与点として、多角測量法によることを原則

とする。但し、見通し障害等によりやむを得ない場合には、放射法によることができる。
（準則第 59 条） 

 
（選点） 
第５７条 細部図根点の選点は、標識の保存が確実である位置を選定し、所定の標識を設置するも

のとする。ただし、自然物又は既設の工作物を利用しても良いものとする。（準則第 62 条） 
      
（観測、測定、計算及び細部図根点配置図等） 
第５８条 細部図根測量の観測、測定、計算及び細部図根点配置図等は、準則第６３、６４、６７
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条によるものとする。 
  ２ 細部多角点及び高く路線の選定の結果は、細部多角点選点図及び細部多角点平均図に取り

まとめるものとする。（準則第 63 条の 2） 
 
（点検測量） 
第５９条 多角測量法により求めた細部図根点の点検数量は、新設した細部図根点数の 2％以上と

する。（運用基準第 34 条第 13 項） 
   ２ 放射法により求めた細部図根点の点検数量は、細部放射点の全数とする。（運用基準第 35 条

第 12 項） 
 
（成果検定） 
第６０条 受託者は、細部図根測量の成果品について、第三者機関による検定を受けなければなら

ない。 
 
 
 

第Ⅸ章 一筆地測量（ＦⅡ－１工程） 
 
（次数の制限） 
第６１条 単点観測法によるものを除き、地籍図根三角点を基礎（0 次）とし、求めた筆界点の通

算次数は、最大６次までとする。（準則第 71 条） 
 
（一筆地測量の方法） 
第６２条 一筆地測量の方法は、細部図根点等を与点として、放射法、多角測量法、交点計算法に

よるものとする。（準則第 70 条） 
 
（異動、番号の誤り点検） 
第６３条 トータルステーションを用いた放射法による一筆地測量の場合は、前条までに座標値が

決定された細部図根点において、同一の多角路線に属する他の細部図根点等までの距離の

測定又は基準方向と他の細部図根点等との夾角の観測を行い、当該点の異動、番号の誤り

等の点検を行うものとする。（運用基準第 38 条第 3 項） 
   ２ 点検の結果は、精度管理表に取りまとめるものとする。 
 
（観測、測定及び計算） 
第６４条 第３９条の調査図に基づき筆界点の測定を行うものとする。 

２ 一筆地測量に関する観測、測定及び計算は、運用基準第３７～４１条によるものとする。 
 
（筆界点の位置の点検） 
第６５条 筆界点の位置の点検は、運用基準第４２条に基づき行い、点検結果を精度管理表に取り

まとめるものとする。 
２ 前項の作業が終えた時は、筆界点成果簿を作成するものとする。 

 
（測量結果図の作成） 
第６６条 一筆地測量の結果を、自動製図機（プリンタ、ラスタープロッタ）を用いて、地籍図と

同じ縮尺の図面を作成するものとする。 
   ２ 出図の大きさ、用紙については発注者の指示に従うものとする。 
 
（成果検定） 
第６７条 受託者は、一筆地測量の成果品について、第三者機関による検定を受けなければならな

い。 
 



 

 13

第Ⅹ章 地籍図原図等の作成（ＦⅡ－２工程） 
 
（地籍図原図、筆界点番号図、地籍図一覧図、地籍明細図の作成） 
第６８条 地籍図原図は、自動製図機（プリンタ、ラスタープロッタ）を用いて、地籍図の様式を定

める省令及び運用基準第 43 条及び第 44 条に基づき作成するものとする。 
２ 前項の作業が終えた時は、筆界点番号図、筆界点成果簿及び地籍図一覧図を作成するもの

とする。 
   ３ 一筆地の状況が前項の原図の縮尺では所要の精度をもって表示することが困難な場合には、

当該部分について地籍明細図を作成するものとする。（準則第 75 条） 
 
 

第ⅩⅠ章 地積測定（Ｇ工程） 
（地積測定の方法） 
第６９条 地積測定の方法は、筆界点座標値を基に各筆毎に現地座標法で行うものとする。（準則第 85 条） 
   ２ 道路、水路等の長狭物は、適宜の位置で区切り地積測定を行うものとする。 
   ３ 道路、水路等通常地番以外の土地については、地籍フォーマット２０００に基づく仮地番を

設定し、地積測定を行うものとする。 
 
（点検） 
第７０条 前条の地積測定結果を基に、単位区域を構成する各筆の面積の合計と当該単位区域の面積

（単位区域の最外周を構成する筆界点座標による面積）が等しく（一致）なるかどうかを点検

するものとし、点検結果を精度管理表に取りまとめるものとする。（準則第 86 条） 
 
（地積測定成果簿） 
第７１条 地積測定成果簿の作成については、準則第８７条に基づき作成するものとする。 
 
 
 

第ⅩⅡ章 地籍図一覧図・地籍簿案の作成（Ｈ１工程） 
 
（調査票点検整理） 
第７２条 請負者は、地籍調査票と調査素図及び調査図並びに地籍簿案との照合点検を行うものと

する。 
 
（地籍図一覧図作成） 
第７３条 第６６条で地籍図原図を作成したときは、地籍図一覧図の作成要領に基づき地籍図一覧

図を作成するものとする。 
 
（地籍簿案作成） 
第７４条 請負者は、第３９条の地籍調査票と調査図、及び第６８条の地籍図原図並びに第７１条

の地積測定成果簿を基に、地籍簿案を作成するものとする。（準則第 88 条） 
 
（登記簿等との照合） 
第７５条 地籍簿案が作成された時は、地籍簿案の調査前情報と第２７条及び第３５条に基づく地

登記簿情報との照合を行うものとする。 
   ２ 照合後の地籍簿案データは、発注者の地籍調査事務支援システムにインストールするも

のとする。 
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第ⅩⅢ章 閲覧（Ｈ２工程） 
 
（閲覧及び資料等整理） 
第７６条 発注者及び請負者は、地籍図原図又はこれに相当する図面並びに地籍簿案が作成された

時は、所有者等に２０日間の閲覧を行うものとする。 
   ２ 所有者等への閲覧の案内は、発注者が行うものとする。 
   ３ 閲覧者名簿等の作成は、請負者が行うものとする。 
 
 
 

第ⅩⅣ章 申し出に係る修正（Ｈ３工程） 
 
（申し出に係る修正） 
第７７条 第７６条で閲覧に供した結果、所有者等から修正の申し出があった場合は、再度調査及

び必要な場合は測量を行い、地籍図原図、地籍調査票及び地籍簿案等を修正するものとす

る。 
 
 
 

第ⅩⅤ章 認証に必要な資料の作成 
 
（認証に必要な資料の作成） 
第７８条 請負者は、受託業務の中で得られた情報を基に、認証に必要な資料を作成するものとす

る。 
 
 
 

第ⅩⅥ章 地籍図複図作成（Ｈ工程） 
（複図作成） 
第７９条 地籍図写し（複図）は、地籍図と同一縮尺でひずみが無く、且つ、鮮明であるとともに

十分な耐久性が保証されるもので作成するものとする。 
   ２ 複図は、２部作成するものとする。 
 
 
 

第ⅩⅦ章 納入成果品 
（成果品） 
第８０条 本業務による納入成果品は次の通りとする。 
   １．各作業共通 

      ①自社検査成績表 
      ②地籍調査成果電子納品磁気記録 

       ③その他各工程上必要な資料 
④受託者工程管理の記録 
⑤受託者検査の記録 

   ２．一筆地調査 
       ①登記所地図写し要約書等 

②一筆地調査図素図 
       ③一筆地調査図 
       ④地籍調査票（立会印のあるもの） 
       ⑤調査前・調査後の磁気記録 
       ⑥調査図関係の磁気記録（SIMA 形式） 
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       ⑦その他必要な資料 
   ３．地籍図根三角測量 
       ①基準点等成果簿写 
       ②地籍図根三角点選点手簿 
       ③地籍図根三角点選点図（準則第５０条） 
       ④地籍図根三角測量観測計算諸簿（手簿、記簿、計算簿等） 
       ⑤地籍図根三角点網図（準則第５２条） 
       ⑥地籍図根三角点成果簿（準則第５２条） 
       ⑦精度管理表 
       ⑧測量標の設置状況写真 

⑨基準点等及び地籍図根三角点の磁気記録（SIMA 形式） 
⑩その他必要資料 

   ４．地籍図根多角測量 
       ①地籍図根多角点選点手簿 

②地籍図根多角点選点図（準則第５６条） 
       ③地籍図根多角測量観測計算諸簿（手簿、記簿、計算簿等） 
       ④地籍図根多角点網図（準則第５８条） 
       ⑤地籍図根多角点成果簿（準則第５８条） 
       ⑥精度管理表 
       ⑦測量標の設置状況写真 

⑧地籍図根多角点の磁気記録（SIMA 形式） 
⑨成果検定証明書 
⑩地積図根点平均図 
⑪その他必要資料 

   ５．地籍細部測量 
      ■地籍細部図根測量 
       ①細部図根測量観測計算諸簿（手簿、記簿、計算簿等） 
       ②細部図根点配置図（地籍図根多角点網図と兼用可）（準則第６７条） 
       ③細部図根点成果簿（準則第６７条） 
       ④細部図根点精度管理表（地籍図根多角点精度管理表と兼用可） 
       ⑤細部図根多角点の SIMA 形式の磁気記録 
       ⑥成果検定証明書 
      ■一筆地測量 
       ⑦一筆地測量観測計算諸簿（手簿、記簿、計算簿等） 
       ⑧一筆地測量結果図 
       ⑨細部図根点等の異動等に関する精度管理表 
       ⑩筆界点の位置に関する精度管理表 
       ⑪細部図根点の磁気記録 
       ⑫筆界点座標値及び筆図形の磁気記録（SIMA 形式） 

⑬成果検定証明書 
⑭筆界点成果簿（準則第 72 条） 

       ⑮その他必要資料 
      ■地籍図等 
       ⑯筆界点番号図（準則第 74 条） 
       ⑰筆界点成果簿（準則第 72 条） 
       ⑱精度管理表 
       ⑲地籍図一覧図（準則第 74 条） 
       ⑳地籍図原図（準則第 74 条） 
       ㉑地籍明細図（必要な場合）（準則第 75 条） 

㉒その他必要資料 
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   ６．地積測定 
       ①地積測定観測計算諸簿 
       ②地積測定成果簿 
       ③筆界点座標値及び筆図形の電磁的記録 
       ④精度管理表 
       ⑤SIMA 形式の磁気記録 

⑥その他必要資料 
   ７．地籍簿等 
       ①調査後地籍調査票 
       ②地籍簿案 
       ③複図２部 
       ④その他必要資料 
   ８．その他認証に必要な資料 



作 業 内 容

測 量 方 式

面 積 0.12 ｋ㎡ 0.24 ｋ㎡

周 長 2.6 ｋｍ 3.2 ｋｍ

役場から現場中心までの距離 6 ｋｍ 6 ｋｍ

精 度

縮 尺

視 通

傾 斜 度

調 査 前 筆 数 118 筆 289 筆

調 査 後 筆 数 106 筆 260 筆

調 査 前 平 均 面 積 1,017 ㎡ 830 ㎡

調 査 後 平 均 面 積 1,132 ㎡ 923 ㎡

筆 の 形 状

別紙１　　□地籍調査事業仕様書（２項委託）における「第Ⅱ章　業務概要 第１９条」　本業務の作業箇所及び事業量は下記の通りとする。

作 業 を 実 施 す る 区 域
第13-1計画区 第13-2計画区

（大字 広谷地内） （大字 広谷地内）

F2-2/G/H1 C/E/F1/F2-1

地上数値法 地上数値法

乙１ 乙１

１／1000 １／500

不整形 不整形

山Ⅰ 山Ⅰ

急傾斜地（１） 急傾斜地（１）
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